
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東日本大震災・福島第一原発の事故から９か月たった１２月、政府は「原子炉は冷温停止状態に達

し、事故そのものが収束に至ったと判断できる」と宣言しました。しかし実際は、廃炉への道筋であ

る原子炉内の状況把握や高濃度の放射能に汚染された地域へ

の住民の帰還には目処が立っていません。そのような中で、

今月になって政府が「原発の公的運営」を検討しているとの

報道がありました。菅政権が一時的にせよ「脱原発」を掲げ

たことを葬り、福島第一原発の事故処理・損害賠償が遅々と

して進まないことを安定した原子力政策の問題へと巧みにす

り替えようとするものです。 

かつて「史上最悪」といわれたたチェルノブイリ原発事故

では２５年たった今でも原発の「事故処理」が続けられ、一

方で汚染のひどかった地域は「埋立処分」され多くの町や村

が地図上から抹殺されてしまったことを忘れてはなりません。 

 

 

昨年１１月、２００７年に設置されて以来実質的に棚上げされていた憲法審査会が衆議院・参議院

ともに審査が開始されました。今のところ議論は意見交換にとどまっているものの、参院憲法審査会

では衆院憲法審査会で「震災復興が最優先」として慎重な姿勢だった民主党から「日本の伝統文化や

国際関係をふまえ、国のかたちを見つめ直す憲法を再度議論する必要がある」との意見が出され、改

憲を党是としている自民党からは「震災復興の今こそ国のかたちの議論が必要だ」「国際平和に貢献す

べき」との９条「改正」につながる意見が出されるなど、改憲論議に前向きな発言が続出しています。

別の場では参院審査会長（自民党）が「日本の憲法には非常事態条項がない。どのように私権を制限

するのか、国会、内閣が被災したときにどのような取り扱いをするのか、憲法の規定を早急に整備し

なければならない」と、大震災を改憲論議に「利用」するかのような発言までしています。 

 

 

鳩山政権で迷走を始めた沖縄普天間基地移転・辺野古新基地建設問題は、菅政権を経て現在の野田

政権では、当初の計画同様の辺野古への新基地建設の方針となりました。昨年末には多くの市民団体

などの抗議行動をかわしながら、沖縄防衛局が沖縄県に「辺野古アセス評価書」を提出・受理されま
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した。沖縄県知事は基地の県外移転の姿勢を変えていないものの、辺野古新基地建設の手続きが一歩

進んだという事実は見逃せません。一方、アメリカでは議会が米軍再編のためのグァム移転費の全額

削除を決めました。米軍のグァム移転は沖縄での米軍基地移転とセットになっていたものであり、そ

の取り止めは普天間基地の事実上の固定化につながるものです。 

また、沖縄の近海、東シナ海から南シナ海では資源、漁業、領有権などを巡って日本、韓国、中国

や東南アジア諸国の間で小競り合いが続き、軍事的衝突が起こりかねない情勢です。沖縄の基地問題

や米軍再編の問題は、こうしたこととの関係でも考えなければなりません。 

 

 

政府は老朽化したＦ４戦闘機の後継としてＦ３５を選定しました。情報ネットワーク機能や敵のレ

ーダーに探知されにくいステルス性能に優れていることが理由とされており、これまで「国是」とさ

れてきた「専守防衛」は実質的に反故にされていま

す。これに対して米国防総省の幹部は「日米同盟を

強化し、地域の安定を向上させるうえで重要な要素

となる」と歓迎の意向を表明しています。Ｆ３５の

選定は「中国の脅威」に対抗するためとも言われて

おり、中国は「不快感」を示しています。これはＦ

３５が配備されれば東アジア地域に新たな軍事的緊

張関係が生じることを意味しています。 

 

 

政府が１９６７年に表明して以来、日本が国外への武器の輸出を禁止する根拠となってきた武器輸

出三原則を抜本的に緩和する「防衛装備品等の海外移転に関する基準」が野田政権によって決定され

ました。その談話では、国際紛争を助長しないという「基本理念の堅持」を掲げた上で、国際平和協

力やテロ・海賊問題などへの対応や米国など諸国と国際共同開発による防衛産業基盤の維持・高度化

とコスト削減を緩和の理由としています。あたかも国際社会への貢献に対応するためであるかのよう

に理由づけされていますが、日本政府が「平和国家としての立場」から国際紛争などを助長すること

を回避するために取ってきた政策を明確に転換するものなのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ７ 回 
２０１２ 

さらば 
戦争！ 
映画祭 

日  時：1月２８日（土）１０：００～２０：３０ 

場  所：在日本韓国ＹＭＣＡスペースＹホール（地下） 

千代田区猿楽町2-5-5  TEL：03-3223-0611 

入場料：前売券2,000円（当日券2,500円） 

前売券は組合事務所で取扱中 

連絡先：「さらば戦争！映画祭」実行委員会 

TEL：03-5807-3184  FAX：03-3834-2406 

http://kotobank.jp/word/%E7%A6%81%E6%AD%A2
http://kotobank.jp/word/%E5%B9%B3%E5%92%8C
http://kotobank.jp/word/%E5%B9%B3%E5%92%8C
http://kotobank.jp/word/%E7%AB%8B%E5%A0%B4


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２月１１日（土）東京の代々木公園野外音楽堂で「さようなら原

発１０００万人アクション」による全国一斉行動集会が開催されま

した。当日は、主催者発表で１２０００人が参加し、新宿や渋谷に

デモを行っていきました。会場では、主催者呼びかけ人の大江健三

郎氏や各界の代表から原子力発電に頼らなくても日本は十分にやっ

ていけるし、電力が危機的に不足することは無いなので、一日も早

く日本国中の原発を廃炉にする運動を進め、広げていくことが確認

されました。まもなく、事故発生から１年です。皆さんと考え「安全」を大事にしたいと思います。 

原子力発電は日本に必要ですか！ 

 ２０１１年３月１１日午後東日本一帯を、大きな地震が襲いました。地震によって、近年経験して

いなかった津波を岩手・宮城・福島の太平洋側沿岸で甚大な被害となって、多数の尊い命が「あっと」

いう間に奪いされてしまいました。今、国を挙げて全国の支援が被害のあった県、市、町、村を復旧・

復興しようと国外の援助を受けながら取り組んでいます。 

 しかし、この東日本大震災は、もう一つの災害を日本にもたらしました。それは、福島にあった東

京電力の原子力発電所です。原子力発電所は、地震と津波によって原子炉の安定を失い大量の放射性

物質を大気中に放出して、原子力発電所から半径２０㎞の住民は強制的に避難をさせられると言う結

果を作り出してしまいました。このような状況を原子力発電所を建設しようと計画した段階から想定

して、原子力発電所から半径２０㎞に住む住民の安全と避難先を確保してあったでしょうか。 

 もちろん、「誰も考えていませんでした」が答えです。原子力発電所建設は、１９７２年、総理大臣

自民党の田中角栄氏が地元に多額の「交付金」を「落とす」やり方で建設を進めてきました。原子力

発電所で作られる電力は、火力、水力等より「安いコスト」で地震の対策も大丈夫と繰り返し説明し

続けて全国に５４基の原子炉を建設してきました。そして、今回の地震・津波による甚大な被害です。

また、私たちはこの「道」を歩むのでしょうか。 

拡散した放射性物質の除染はいつ終わる！ 

 まもなく、震災が起こって１年です。被災地に置かれたガレキはほんの一部を東京都や一部の自治

体が受け入れたもののまったく処理が進んでいません。被災したことには、「同情」し支援するけど、

自分が住んでいるところに「放射能で汚染されたガレキ」を持ち込まれるのは断固反対と言う意見が

根強く続いているのが現状です。 
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「脱原発世界会議」に参加して 

1 月 14 日～15 日に開催された「脱原発世界会議

2012 YOKOHAMA」には、海外約 30 カ国からの

参加者を含め、延べ1万人を超える人が集まりました。 

私は、「セッション 福島原発事故で何が起きたのか」

を聴講しました。登壇者にはドイツ原子力安全委員や米

国の科学者、日本の原子力資料情報室の２人が立ち、専

門家の立場から事故とその原因を技術的、科学的に掘り

起こすとともに、この事故を受けて世界はどう動いたのかが明らかにされました。特に印象

に残ったのはドイツの報告です。ドイツ政府は、福島原発事故3日後に稼働中の老朽化した

原発 7 基を一時停止し、さらに国内 17 基すべての原発を 2022 年までに廃止することを

決めました。これは、環境保護政党である「緑の党」だけでなく、全ての国会議員の原発に

対する危機感からの決定によるもので、原発関連企業が口を挿むすきさえ与えなかったとの

ことでした。それに比べて、日本政府は今まで何をしてきたのでしょうか？  

続いて、会場には、69の団体によるブースがあり、その中の「藤波心と学ぶ 親子原発・

放射能教室」に参加しました。埼玉県の中学校で理科の教師をしている川根先生から、「3.11

以前は、原発や放射能に特に関心が高かったわけではなかったが、事故直後に放射線測定器

が理科室にあったことを思い出し、それ以降、学校内外を測定し続けた。線量の高い日は校

長と相談し、屋外での部活を中止して生徒を守ってきた。」との報告がされ、当日は測定した

グラフを持参し、3月15日は異常な高数値だったことや、自分と新聞発表の数値の食い違

い（政府の測定器はガンマー線のみだが、自分の測定器はベータ線も測定できる）について

熱く語ってくれました。最後に、「内部被爆は、食品などから体内に取り込まれた放射性物質

が直接細胞に放射線を照射し続けることで、ＤＮＡを傷つける。ＤＮＡが細胞分裂するとき

に傷つけられると新陳代謝の活発な子どもは大きなダメージを受ける」との話があり、あら

ためて、文部科学省が事故後、被ばく線量の限度を国際標準の年間１ミリシーベルトから２

０ミリシーベルトにまで引き上げたことに対して憤りを覚えました。 

私は、この会議に参加して海外の取り組みを聞くことができ、原発のない未来を築くため

には国の枠を超えた運動が必要だと痛感しました。 

 糀谷・羽田地域福祉課 半沢 佳代子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投  稿 

３月１１日がまもなくやってきます。この日は、亡くなられた

方々への追悼を行うとともに、福島県では二度と原発は認めな

いとの決意を県民が固め、復興に向けた思いを新たにする日と

しなければなりません。そして、その県民の決意と思いを国と

東京電力に、そして全国に届ける必要があります。 

そのため、私たちは、この日に県民が結集し、思いを発信する

場として、県民大集会を開催することとしました。 

（集会呼びかけ文から抜粋） 

集会参加のための往復バス乗車については、組合事務

所までご相談ください。 



 

 

 

 

 

 

 

３月１１日に「原発いらない！！ ３・１１福島県民大集会」に大田区職労の旗の下に参加した。東

日本大震災・福島原発事故一周年を記念して、この日は、都内でも井の頭公園、日比谷公園等々各地

で集会が開かれた。私は、「ＤＡＹＳＪＡＰＡＮ」誌主催の、広河隆一氏、広瀬隆氏、上杉隆氏の３人

の講演会（於中野ＺＥＲＯホール）に参加の予定でいたが、区職労の機関誌で「福島県民大集会」の

募集を見て、こちらへの参加を決めた。土浦に住む娘夫婦もこの集会に出かけると言うので、現地で

合流できればいいな、という思いもあった。 

当日は、東京駅より大型バスに、他の労組の人たちと一緒に乗り込んだ。車内での自己紹介で、多

くの人たちがこの一年間、被災地へ何度かボランティア入りしているのを聞き、一度も行っていない

私は恥じ入る思いであった。私自身はこの一年間、反原発の講演会、集会、イベントに参加やカンパ

をしてきただけだったので。 

現地、郡山市の開成山野球場は、雪こそ降らなかったが寒風

の中の集会であった。 

オープニングの加藤登紀子さんのコンサートはマウンドに設

置されたステージで、新曲の「ぬちゆい」、ジョン・レノンの

“Power to the people” “All you need is love” “Imagine” 

その他“Change our life”、そして「百万本のバラ」等々、観

衆と一体となっての熱唱は寒さを吹き飛ばすものであった。 

続いて、大江健三郎さんのメッセージは、「政治的責任、経済的責任などと言われるが、一番大事な

のは倫理的責任ではないか。今こそ倫理が一番大事。私はある朝を“imagine”する。全国の小中高

校の朝礼で、校長が『日本の原発をすべて廃止する法案が可決された。皆さんはもう、放射能の脅威

から解放されたのです。』と、話している光景を。」と、述べられた。本当にその日が来る、必ず来る

と胸が熱くなりました。 

そのあと、福島県民の様々の立場から６人の方が、漁業、農業、主婦、観光、高校生それぞれに、

この一年どんなに苦しみ、辛かったか訴えられて、胸が張り裂けそうで、涙があふれてくるのを禁じ

得ませんでした。 
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